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企業の年金保険料負担が資本蓄積に及ぼす

効果について*

難 波

概要

~・
女 彦

43 

従来7年金システムをモデル分析する際は世代間扶養の関係が重要であるために，多くの場合，

世代重複モデルの枠組みで行われてきた。こうしたモデル分析においては。基本的に勤労者のみ

が保険料を負担することが想定されている。しかし 我が国の厚生年金や共済年金における年金

保険料は労使折半となっている。企業が全く保険科を負担しない公的年金制度は世界でもあまり

例がないと思われる。

本稿は勤労者のみならず企業も年金保険料を負担する場合のモデルの分析を行う。生産関数が

コプ Fグラス型で定常成長に収束するモデルと，生産関数に労働投入に関する外部性を仮定し

て内生的成長が生じるモデルの両方において企業の年金支払いの経済効果を検討する。そして両

者において勤労者の支払う保険料率よりも企業の支払う保険料率を引き上げる方が資本蓄積に対

するマイナス効果が小さいことを明らかにする。

I.はじめに

年金システム，特に賦課方式の年金システムのモデル分析を行う場合は，世代間扶養の関係

を重視して，世代重複モデルの枠組みでの分析が数多くなされてきた。ところで世代重複モデ

Jレで年金制度を分析した論文では，橋本・木村 [2010J等を例外として基本的に勤労者のみが

保険料を負担することが想定されてきた。つまり，企業の保険料負担が考慮されてこなかっ

た九しかし，我が国の厚生年金や共済年金における年金保険料は労使折半となっている。ま

(Keywords) 

Pension Contribution of Firms (企業の年金保険料).Overlappng-Generations Model (世代重複モデル). 

Capita1 Accumulation (資本蓄積)

*本稿作成にあたり。柴田章久教授(京都大学経済研究所)から貴重な助言とコメントをいただきまし

た。深くお礼申し上げます。また本誌のレフェリーから貴重なコメントをいただきました。ここに記

してお礼申し上げます。

1) 厳密に言えば，橋本・木村 [2010]以外にも現代の年金制度をモデル化するために，現実を反映して

企業の保険料負担が考慮されている研究がある(例えば，池田 [2009])。ただ通常の抽象的な理論ノ
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た計画経済期の中国の都市部年金制度においては， I労働保険料は勤労者の賃金から差L5[い

てはならず，勤労者から別に徴収してもならないJ2)という原則から年金保険料は全て企業が

拠出していた。

本稿では勤労者のみならず企業も年金保険料を負担する場合の動学モデルを提示しこのモ

デルで企業の年金保険料負担が資本蓄積に与える効果について検討する。モデルは簡単な二期

間世代重複モデルとするが，生産関数がコプ・ダグラス型であり定常成長に収束するモデルと。

生産関数に労働投入に関する外部性を仮定して内生的成長が生じるモデルの2種類を考える。

ところで，企業の年金保険料負担等の社会保険料負担(事業主負担)に関しては実証研究と

静学的な枠組みでの理論研究において研究蓄積がある。

企業の社会保険料負担に関して特に問題となってきたのは，それが賃金や雇用に及ぼす影響

である。この問題について酒井 [2006Jは企業へのアンケート調査をしており， Komamura 

and Yamada [2004]，岩本・潰秋 [2006J，Tachibanaki and Yokoyama [2008J等においては静学

的理論研究と実証研究を共に行っている。実証研究においては企業の社会保険料負担は勤労者

に転嫁されて賃金が下落するとする Komamuraand Yamada [2004Jおよび岩本・演秋 [2006Jと，

勤労者に転嫁されず幾つかケースでは賃金が上昇しているとする τachibanakiand Yokoyama 

[2008Jの聞で見解が分かれるが，静学的な枠組みでの理論研究においては一定の一致した考

え方があると思われる。それは岩本・演秋 [2006Jにある次のような考え方である。

I(雇用主の社会保険料)負担の帰着は労働需要と労働供給の賃金弾力性によって決定さ

れる。労働供給が完全に非弾力的な場合，あるいは労働需要が完全に弾力的な場合，負担

は全て労働者に帰着する」め

つまり，労働需要と労働供給の賃金弾力性によって決まる労働需要曲線と労働供給曲線に

よって企業の社会保険料負担(事業主負担)が賃金や雇用に及ぼす影響が決まるという考え方

である。この考え方によれば7 例えば，企業の社会保険料負担の増加は労働需要曲線を左側に

シフトさせるが，この時，労働需要曲線、の弾力性が大きいほど(需要曲線が水平に近いほど)， 

また労働供給曲線の弾力性が小さいほど(供給曲線が垂直に近いほど)賃金の低下幅は大きい。

雇用の変化についても労働需要曲線の弾力性が大きいほど，また労働供給曲線の弾力性が小さ

いほど減少幅は大きいのである。

、モデルで年金制度を分析する場合には基本的に企業の保険料負担は考慮されていない。世代重複モデ

Jレによるモデル分析を包括的に検討している Croix& Michel [2002JやMcCandless& Wallace [1991] 

においても企業の保険料負担については言及されていない。

2) 鐘 [2004]34買。またこの点に関しては何 [2∞8]第2章が詳しい。
3) 岩本演秋 (2006)206買。
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本稿はこれらの研究を踏まえ企業の年金保険料負担について動学的な枠組みで理論的に検討

するものである。但し，動学的な枠組みでの効果を純粋に取りだすために1 労働供給は外生的

に決まると仮定して労働供給曲線の弾力性にかかわる効果を捨象している。

E モデル

本稿では勤労者が若年期，老年期の2期間生存する二期間世代重複モデルを考える。1I-1

で家計の行動を. 1I-2で企業の行動を考えるが，企業の行動に関しては7 生産関数がコブ・

ダグラス型の場合と，労働投入に関する外部性を仮定している場合の両方を考える。

1I-1 家計の行動

t期に生まれた勤労者は若年期にー単位の労働を行うものとする。 t期の実質賃金率を田，.

勤労者の払う保険料率を τ"とすると (1 九回，が若年者の賃金所得となる。勤労者はt期末に

これを消費と貯蓄に分割する。そして老年期の1+1期に，利子によって増えた貯蓄R，+品(但L.

Tを利子率としてR=l+r)と，支給される年金あ刊を消費するものとする。簡単化のために

効用関数を対数型とすると，効用関数と予算制約式は以下のようになる。

U=l勾 CJ+7LlogeJ+1
1+ρ 

c: =(l-rw)田t-St

C:+1 = R1+1Sf +品+1

(1) 

(2) 

(3) 

但L，c/はt期に生まれた勤労者のt期の消費であり， cL1はt期に生まれた勤労者の1+1期
の消費である。またpは時間選好率であり S，はt期の貯蓄である。

年金水準を求めるために年金財政を考える。本稿では賦課方式の場合を考えるので，企業の

支払う保険料率を号とすると年金財政の均衡式は次のようになる。

品ム=(九+τf)百件lLt+l (4) 

ここでL，. L川はそれぞれt期.1+1期の社会の総労働量である。そうすると1+1期の年金

水準は次式のようになる。

九1=(l+n)(九+τf)町M (5) 
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ここでnは外生的に一定とする労働の成長率である。 (5) より勤労者の1+1期の予算制約

式 (3)は次のようになる。

C:+1 = Rt+1st +(l+n)(九+τf)白川 (6) 

(1)， (2)， (6) より，

u=帆 -rw)wt-5/]+占叫 (7) 

となる。最適貯蓄水準を求めるために上式を貯蓄で微分すると，

au/ =一一一三一一一ム R， .. ， 耳、
/偽一 (1-τ川 -SIT (1+ρ)(R"，s，+(l+n)(九+τ川 +l}-v  

である。従って，最適貯蓄水準は次式のようになる。
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(8) 

ここで勤労者の主体的均衡条件である (8)式より，勤労者の払う保険料率九と企業の支払

う保険料率苛が貯蓄率s，に与える効果を直感的に考えてみよう。
(1)勤労者の払う保険料率九が貯蓄率s，におよぽす効呆
(8)式においては分子の第一項と第二項にらがあり ，Twとs，は線形の関係がある。従って 1
%の引上げは直接，線形の形で大きく貯蓄を引き下げる。

(II )企業の支払う保険料率守が貯蓄率s，におよぼす効果
これは九と同様に直接，線形の形で貯蓄に及ぼす効果と賃金率を通じて貯蓄を引下げる

効果の二つの効果がある。

①直接的な効果

(8)式においては分子の第二項に号があり，らと同様に産接，線形の形で貯蓄を引き下

げる効果がある。

②賃金率を通じた効果

守は労働を雇用するコストとして企業の利潤を引下げる効果を持つ。これは後述の (10)

式より明らかである。よって，労働需要の減少により労働市場において賃金率は下落する。

これは後述の (11)式， (20)式より明らかである。

上記の(I)と (II)を考慮すると，特に (II)の②の効果は，後述の (11)，(20)式より

明らかなように線形の形で貯蓄を引下げるのではないために引き下げ幅としては緩くなる。
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従つ代て |陥切弘判.1川|卜Hイ|防弘%矧，1ド同で吋あること坤が雪濯直感的に理解駅でき抗る。パこの叫よう怜な直醐感は時実際腕正M
以下でこのことを厳密に検討したい。

][-2 企業の行動

][-2-1 生産関数がコブ・ダグラス型の場合

企業は資本と労働を用いて生産活動をするものとする。全ての企業は同一の技術を持つもの

とし生産関数は次のようなコプ・ダグラス型とする。また生産物市場も生産要素市場も完全競

争市場であることを仮定する。

打=F(幻.E)= Z(刈(Z;r (9) 

f旦L，Y'， K'， L'は企業iの生産量，資本量，労働量を表わす。 Zは全ての企業に共通する

金要素生産性でありコブ・ダグラス型の場合は一定である。またαは産出の資本弾力性である。

この場合，手lJi問の式は次式のようになる。

π; =Z(K;)"(Z;t" -R，K; -(1+η)叫E (10) 

企業の利潤極大化行動により，次のご式が導かれる。

%=(lα)Z(K:)"(Z;)αー(1+<[)叫 =0

日=と笠凶: )
 -
l
 
(
 

%;叫K;了忍(4144=0

R， =aZ(kJt (12) 

ここで『は企業iの資本労働比率であり K'/L'を表わす。ところで全ての企業は同一の技術

を持つとしたから全ての企業の資本労働比率は同一である。従って，各企業の資本労働比率と

社会の資本労働比率は等しくなる。ここで社会の総資本量をKとし，社会の資本労働比率K/L

をkで表わすと. (11). (12)は，
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となる。
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田・=旦ヱ立色工
・ 1+τf

R，~ αZ(k，r-' 

1I-2-2 生産関数に労働投入に関する外部性を仮定した場合

(13) 

(14) 

全ての企業は同ーの技術を持つものとするが，生産関数は次式で表されるものとする九こ

こでも生産物市場と生産要素市場は完全競争市場であることを仮定する。

η~ F(K:，E) ~ Z， (K:)"(ιt' (15) 

先に述べたようにZは全ての企業に共通する全要素生産性であるが，労働投入に関する外

部性を仮定した本モデルでは変数となる。本モデルでは企業zの利潤 (πうの定義式は次式の

ようになる。

π'; =Zt(K:r(L~t-a -RtK:一(1+り)司E

企業の利潤極大化行動により，次の二式が導かれる。

写会~(い)Z，細川)ぺ(刊日

(1-α Z，{k:r 
(μ伽

切r:= aZt (K:r-1 (L~r-a一日
高=倒的H

(16) 

(17) 

(18) 

ここでも全ての企業は同一の技術を持つから，全ての企業の資本労働比率は同一であり

k'=kとなる。本稿では企業関の外部性にかかわる全要素生産性を次式のように考える 5)。

z， ~Zo(k，t' Zo >0 (19) 

4) ここでの生産関数に関しては，特に Gilles[1992]， Huberto皿 dKeis胞r[2003]， Mino and Shiba阻

[2000]， Fisher and Heijdra [2008]を参考にしている。

5) この全要素生産性の定式化は特にFisherand Heijdra [2日08]を参考にしている。
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k'=kと (19)より， (17)， (18)はそれぞれ (20)(21)となる。

E マクロ均衡

品 Jl-a)坐
白 1+τf

R，=αZ。
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(20) 

(21) 

本節ではE節での議論を前提にマクロ均衡を考える。先ず財市場の均衡を考える。この場合，

貯蓄と投資が等しくなるが，本論文の二期間世代重複モデルでは，資本蓄積に関係するのは今

期の若年世代の貯蓄だけである。従って，

Kt+l =s/L/ (22) 

となる。これから，

高=(I+n)九1 (23) 

である。以下では，生産関数がコプ ダグラス型の場合と，労働投入に関する外部性を仮定し

た場合の二つのモデルを考える。

ill-1 生産関数がコブ・ダダラス型の場合

この場合， (8)， (13)， (14)， (23)より，

αZ(k，.，r'(1ーα)Z(1 九)(k，)'-(1 +ρ)(I+n)(1 α)Z(九+τf)(k，.，)' 。十n)丸1-l(24)
α+ρ)αZ(I+η)仇lY-

となる。上式より

ゐー| ぱlα)(1-九)Z I 
恥 l(l+刈α(旬 )(1+τf)+(1 ω(1+ρ)(九円f)}I(k，)' (25) 

が導かれる。 (25)より位相図は図lのようになり ，kは均衡資本労働比率 Eに収束する。

但し，
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kt+l 
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kt+l = kt 

久=B(k，)"

k 
k， 

図1

Bα(1α)(l-.w)Z 
一
(l+n){α(2+p)(1+η)+(1α)(1+ρ)(τJ叫

である。ここで資本労働比率の定常状態 hを分析する。九，=k，=k1であるから，kは次式

のようになる。

;;_I α(1α)(1 九)Z 1

1
-' 

，. l(l+n){α(2+p)(1+η)+(1ーωα+p)(九+τf)}J (26) 

企業の支払う保険料率寺と勤労者の支払う保険料率九が均衡資本労働比率に与える影響を

検討するために Eを各々の保険料率で微分する。計算の便宜のために，

とすると，

G=α(1α)(1-九)ZH =(l+n){α(2+p)(1+η)+(1α)(1+ρ)(τ.+τf )} 

nー/_ 1 {n¥;-'-: {α(1-α)ZH +(l+n)(ト α)(1叩 )G}。%f日 (B)1_，.n- -r--' \-~; 
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Bμf=一占(前[(1+n){ゆ ρ)万吋(1;-p)}へ
(28) 

である。これから，

l判-Id){卜占附{川α(1町内)(門)九
であり，従って，

|伝卜|伝| (29) 

である。このことから勤労者の支払う保険料率を引き上げる方が企業の支払う保険料率を引き

上げるよりも資本蓄積に対するマイナス効果が大きいことがわかる。つまり年金財政を改善す

るために保険料を引き上げる必要がある場合，資本蓄積に対するマイナス効果を少なくするた

めには勤労者の支払う保険料率を引き上げるよりも企業の支払う保険料率を引き上げる方が望

ましいのである。

III-2 生産関数に労働投入に関する外部性を仮定した場合

この場合. (8). (20). (21). (23)より，

(1α)Zokt 11 ， _¥/1 ，..¥(_ ，_ ，(1-α ZOkl+l αZo(1一九)一τ一一=-(1+p)(1+n)(τ凶+叫にでコニロヰ
i+τj 1+τr 

α+ρ)αZo 
(1+n)丸1

となる。上式より

kt+l =1 α(1-州一九沼o Iι 
は l(1+n){α(2+p)(1+η)+αα)(1+ p)(τJηlTr 

である。上式はhの初期値をんとすると，

|αGα)α 九)Zo I k，=九I__ ，( ，_ ~~~ .....，¥.1. "wJLJO . ¥ I 
l (1+n){α(2+ρ)(1+η)+(1一川+ρ)(τω+τf)}I 

となる。ここでhの成長率をGとすると，

G，三 α0ーα)(1-，w)Zo
(1+n){α(2+p)(1+η)+(1-α)(1+ρ)(九+τf)}

(30) 

(31) 

(32) 

(33) 
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であるが. (33)式より明らかなように，

Gk >0骨札1>kt 

GkくO骨 kt+l< ~ 

(34) 

(35) 

である。企業の支払う保険料率号と勤労者の支払う保険料率九が資本蓄積に与える影響を検

討するためにGkを各々の保険料率で微分する。

J=α(1-α)(1一九)みとし先の H[=(l刊 )(α(2+p)(1+τ1)+(1α)(1叩 )(τJη)}]を用
いると，

。%に {α(1-α)ZoH+(ly)(1ーα)(1叩 )JLo (36) 

BG.I _ [(l+n){α(2+ρ)+(1ーα)(1ーρ)}JLo
り 一一 ‘ u 1m! - H2

、u (37) 

である。これから，

間川~rl=i1刊)α(1α)(12α+叩)(日)Zo>0 

であり，従って，

|弘1>臥| (38) 

である。このことから生産関数がコブ・ダグラス型の場合と同様に，勤労者の支払う保険料率

を引き上げる方が企業の支払う保険料率を引き上げるよりも資本蓄積に対するマイナス効果が

大きいことがわかる。つまり，経済が内生的成長をする場合においても，年金財政の改善のた

めに保険料率を引き上げる必要がある場合，資本蓄積に及ぼす効果を考えると，勤労者の支払

う保険料率を引き上げるよりも企業の支払う保険料率を引き上げる方が望ましい。しかも，生

産関数がコブ ダグラス型の場合は保険料百|き下げのマイナス効果は定常状態における資本労

働比率の強盆隼にマイナスの効果を及ぼすだけであるが，生産関数に労働投入に関する外部性

を仮定した場合は資本労働比率の盛長室にマイナスの効呆を及ぼす。従って，経済が内生的成

長をする場合は特に勤労者の支払う保険料率を引き上げるよりも企業の払う保険料率を引き上

げる方が資本蓄積にとって望ましいことになる。

以上から，極端に言えば，勤労者の支払う保険料を蛙くして企業のみが保険料を支払う方が
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資本蓄積にとっては望ましい。但し，この場合でも，企業の払う保険料率が大きく引き上げられ，

も α{(1一心Zo-(1+n)(2+ρ)}
リ〆 (1+n)(1+α+ρ)

となった時は. (35)のケースとなり，資本労働比率は継続的に減少するようになるべ

年金制度に関して大きな論争を引き起こした世界銀行の 1994年のレポート (WorldBank 

[1994J)には i(年金を中心とする)高齢者保障プログラムは経済成長の道具であると共に社

会的なセーフテイネットであるべきであるJ7)と記されており，年金制度を高齢者の生活保障

の手段としてのみならず経済成長の道具として考えている。このように年金制度を成長戦略と

しても考える場合，年金制度が資本蓄積に及ぼす影響を考慮することは重要である。周知のよ

うに，資本蓄積にとっては賦課方式よりも積立方式の方が望ましい。実際，世界銀行の

1994年のレポートは賦課方式から積立方式への移行を奨励している。しかし本稿の議論から，

賦課方式の年金制度においても資本蓄積に対するマイナス効果を軽減できる。勤労者の支払う

保険料に比べて企業の支払う保険料の比率を引き上げればよいのである。

N 結論

我が閏の厚生年金や共済年金の場合のように年金保険料は勤労者と企業の双方が負担する場

合が多い。しかし，世代重複モデルにおいて年金制度のモデル分析を行う場合には，勤労者の

みが保険料を支払うことが基本的に想定されており，企業の保険料負担は考慮されてこなかっ

た。本論文では，年金財政は賦課方式であると想定した上で，勤労者のみならず企業も年金保

険料を負担する場合のモデルを提示した。そしてこの場合に資本蓄積がどのような影響を受け

るかを検討した。

モデル分析によって得られた重要な結論は，勤労者の払う保険料率を引き上げるよりも企業

の払う保険料率を引き上げる方が資本蓄積に対するマイナス効果が小さいということである。

これは今後の年金政策を考える上で重要と思われる。年金財政の悪化から保険料率を引き上げ

る必要が生じた場合は，資本蓄積の点からは勤労者の払う保険料率よりも企業の払う保険料率

を引き上げる方が望ましいのである。

6) 逆に企業の負担する保険料をゼロにして勤労者のみが保険料を負担する場合は，勤労者の支払う保

α{日 α)Z.ー(1+n)(2+ρ))
険料率が大きく引き上げられて九〉 となったとなった時に (34)のケー

(1αltαZ.+(l+n)か+ρ)}
スとなり，資本労働比率は継続的に減少するようになる。

わ WorldBank [1994] p. 9 



54 経済学雑誌第114巻第l号

補論企業の年金保険料負担と経済成長・経済厚生

冒頭に述べたように，年金システムをモデル分析する際は世代間扶養の関係が重要であるた

めに多くの場合，世代重複モデルの枠組みで行われてきた。ところでこうしたモデル分析の多

くは年金制度が経済成長と経済厚生に及ほす影響を考察している。本節では本文のモデルの下

で企業の年金保険料負担が経済成長と経済厚生に及ぼす影響を検討したい。

企業の年金保険料負担が経済成長に及ぼす影響について

O生産関数がコブ・ダグラス型の場合

生産関数がコプ・ダグラス型である場合，資本労働比率の定常状態五においては，経済成

長率は労働の成長率に等しく一定値nとなる。従って，企業の負担する保険料は経済成長に

影響を与えない。

0生産関数に労働投入に関する外部性を仮定した場合

生産関数に労働投入に関する外部性を仮定した場合. (26)式と労働の成長率がnであるこ

とから.

K.=KoI αα-ωG司 τw)み|
， -"olα(2+ p)(l+η)+(1-α)(1+ p)(τw+τf) I 

である。従って，資本蓄積率をgとすると

g= α(1-α)(1τW)ZO 1 
ー.

α(2+ρ)(1+η)+(1α)(1+ρ)(τw+η) • 

となる。 (15)(19)とk'=kより，社会の総生産を Yとすると，

Y=ZoK 

であるから経済成長率を G とすると • g=Gより，

G=α1-α)(1-九)Zo 1 
α(2+p)(1+η)+(1-ω(1+ρ)(九+τf) • 

である。この場合，

v=α(ト α)(1一九)Zo Y=α(2+ρ)(1+τf )+(1-α)(l+p)(九+τf)
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とすると，

である。ところで，

1

8九|十九|

であるから，

8%ω {α(1-α)ZoY +(1-α)(1+ρ)V)_ハ
y2 

阪 =Jα(2+ρ)+(l-a)(l+p))vd
/仕f y2 

α(1α)ZoYα(2+p)V α(1ーα)(1+α+p)(九 +τf)Z，~...._(\
y2 y2'  v 

I~川
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となる。つまり，勤労者の支払う保険料率を引き上げる方が企業の支払う保険料率を引き上げ

るよりも経済成長に対するマイナス効果が大きい。このことから，経済が内生的成長をする場

合，経済成長に及ぼす効果についても勤労者の支払う保険料率を引き上げるよりも企業の支払

う保険料率をヲ|き上げる方が経済成長にとって望ましい。

企業の年金保険料負担が経済厚生に及ぼす影響について

O生産関数がコブ・ダヴラス裂の場合

K=KM+LFJ+Lt dl 

であるから，

旦=(l+n)札1+c: +丘二
'1 ' .n l+n 

であるが，資本労働比率が一定となる定常値の場合を考えると，

Z(ザ=(1 +n)町合

である。ここで C"らはそれぞれcJとcLzの定常値を表わしている。
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山)=白土=z(ザー(l+n)k 

とすると，

U(C，づら=ベザー(l+n)=O

として最適な資本労働比率んを求めると，

d

一M

f
r
i
l
l
-

、、
-
h阿川

となる。拙稿で求めた資本労働比率の定常値Eと最適な資本労働比率九が一致するためには，

[ 州川一叫ωh沼 下 fμ門αd勺Zつ)
G山+刊n刈仰)巾{いα(2ω川川坤叫吋)(いh判川いl+~j川τη叶仰1)小仰)+川+叶α山}叫ω州Oω川(l+p)(坤哨叫pμ州仇)(如τ九附門.+川円+村切吋τηψ叫fρ斗)ヰ}川| 一L日百

となる必要があるが，この場合，企業の支払う保険料率を操作して経済厚生を最大化するため

には，

ゎ =~1-3α 叩)-(1 ー α)(2+p)'w 
1+α+ρ 

としなければならない。刊さ正であり意味を持つのは， αが十分小さく α〈-Lであり，か
3+p 

つτωが十分小さい場合である。

0生産関数に労働投入に関する外部性を仮定した場合

この場合は，資本労働比率は定常値を持たない。この場合，賃金の成長率が高いほど経済厚

生は高まると考えられる。ところで (20)，(31)より，賃金率の成長率をGwとすると 1

G_ _ a(l-α)(1一九)Z，o 1 

w (1叫 ){α(2+ρ)(1+宮小α α)α+ p)(九+τj)} ι 

であり， (33)より hの成長率に等しい。従って，

1切 ω卜|切J
であるから，勤労者の支払う保険料率を引き上げる方が企業の支払う保険料率を引き上げるよ

りも賃金の成長率に対するマイナス効果が大きい。つまり 7 経済厚生のことを考えても勤労者

の支払う保険料率を引き上げるよりも企業の支払う保険料率を引き上げる方が望ましい。
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